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九州電力株式会社

更なる安全追求の取組みについて
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１．原子力安全性向上の取組み

２．全社をあげた安全の取組み

（参考資料）原子力発電所を巡る規制の動向
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１．原子力安全性向上の取組み（福島事故調査報告書を踏まえた対応）

○ 当社は、４事故調査報告書（国会、政府、民間、東電）及び米国原子力発電運転協会（INPO）特別報告書・追補版の
指摘・提言のうち、事業者として対応すべき項目について、①設備・運用面、②組織・風土面、③リスク・危機管理面
に分類し、改善・対応が必要な課題を抽出しました。

○ 抽出した課題に対しては、社内の各検討体制において、改善策を検討・実施しています。

・ 原子力事故時における情報収集箇所(国、関係機関、取引先、お客さま
等)、情報項目(事故原因、放射性物質の放出状況推移等)、情報公開に
関する役割分担、連絡ﾙｰﾄ、記者発表体制などを明確化

【支援拠点】免震重要棟、後方支援拠点の整備

稀頻度で影響が重大なﾘｽｸへの対応を強化

・「ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄに至るﾘｽｸ」や「地域住民、周辺地域に影響を与えるﾘｽｸ」
の抽出について再点検し対応状況を整理

【ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ】

・ 稀頻度で影響が重大なﾘｽｸに対するﾘｽｸ管理の充
実・強化

【情報収集・発信】

・ 社内の情報伝達・情報収集態勢の整備

・ 災害時の迅速・的確な情報公開の実施

初動対応や役割分担などの体制整備及び、情報連絡・発信を含めた実効性
検証の訓練を検討中

・ 複合災害時に速やかに危機管理体制を構築するルールを策定

・ 地震・津波等を想定した事業所の代替拠点の考えを整理

・ 複合災害訓練計画の作成・実施

信頼再構築に向けた取組みの中で組織見直しとそのフォローを実施

・ 原子力部門の透明性向上と積極的かつ的確な情報公開を目的に、「発電
本部」、「原子力ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ本部」を設置

・ 新組織の下、関係箇所が適切なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを図り、情報伝達においてス
ムーズな連携や多様な視点を確保する取組みを実施

新安全基準(設計、ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ)への対応、原子力防災の強化とあわせて
対策を検討中 (注) 対応体制については、③ﾘｽｸ・危機管理面と連携

・ 原子力防災対応として、本店原子力施設事態即応センター、後方支援拠
点等の整備を明確化（原子力事業者防災業務計画）

・ テロ対策の強化

・ 新安全基準骨子案やその議論を踏まえ、原子力発電所の安全に係る具体
的対策

改善策と実施状況

安全文化の再構築や風土醸成の必要性、トラブル情
報などの隠蔽体質を生み出した組織構造(縦割り組
織)や本部と現場のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足などへの対策

②組織・
風土面

【体制・教育訓練】

・ 地震・津波など一般災害と原子力災害の同時発生
に備えた複合災害対応体制の構築
（広報、通報連絡、資機材調達等への適正な要員配置)

・ 役割分担の明確化及び危機対応能力向上に向けた
教育・訓練③ﾘｽｸ・

危機管理
面

【複合災害・ﾃﾛ対策・ｼﾋﾞｱｱｸｼﾃﾞﾝﾄ】

・ 地震、津波等の自然災害に起因する故障だけでな
く、テロ攻撃を含めた事象に対し、先取的な対策

・ 原子力防災対策、原子力発電所の安全対策を見直
す際には、大規模な複合災害の発生という点を十
分に視野に入れた対策

①設備・
運用面

報告書から抽出された主な課題分類
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（参考） 原子力安全性向上の検討・実施体制

原子力安全性向上検討分科会

経営資源委員会

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ

発電本部

助言

経営会議

業務運営委員会

福島事故検証
･事故調査報告書等の分析
･課題の抽出、ﾘｽｸ管理
･改善策の検討、実施

設備・運用面

〔組織・企業風土面〕

報告

リスク･危機管理対策会議

原子力安全性向上関する課題について検討
･各部門の視点からチェックを行い、原子力の
業務運営に係る透明性を確保
（保安推進機能を付加）

原子力の業務運営に係る
点検・助言委員会

必要に応じ活動状況の報告
取締役会

重要な案件

〔設備・運用面〕〔リスク・危機管理面〕

組織・企業風土面

【事務局】
主 査：地域共生本部
副主査：経営管理本部

＋
発電本部
技術本部
経営企画本部

【事故調からの課題抽出
及び検討箇所設定】

第２回委員会 資料３(P６)の再掲
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２．全社をあげた安全の取組み（１／２）

○ 当社は、「九州電力グループ行動憲章」（平成17年1月制定）で安全文化の醸成を明記する

とともに、夏季・冬季の安全推進期間等には安全第一の徹底に関する基本的考えを社達

（トップメッセージ）として表明するなど、経営トップが主体的に安全に関与する「経営トップの

コミットメント」により、「組織や個人が安全を最優先する気質や気風＝安全文化」を醸成して

います。

○ 組織面では、保安推進委員会、安全衛生委員会を中心とする設備保安、労働安全及び安

全衛生の推進体制を構築し、安全諸施策を積極的に展開するとともに、ＰＤＣＡサイクルによ

り継続的に改善を図っています。

○ また、社員の安全教育を計画的に実施するとともに、委託・請負会社等に対しても、安全

パトロールや定例の連絡会議等において活発なコミュニケーション活動を実施しています。

○ これらの全社的な体制等のもと、個々の仕組みや諸施策が有機的に連携し、安全文化の

醸成を図っていますが、今後も、原子力や電気事業に対するお客さま・地域社会の皆さまに

安心いただき、当社への信頼を再構築していく観点からも、有効かつ適切な安全諸活動を展

開し、九州電力グループ全体として安全文化を発展させる取組みを継続的に推進していきま

す。
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２．全社をあげた安全の取組み（２／２）

ｏ 保安推進委員会は、副社長を委員長、
電力輸送本部長及び人材活性化本
部長を副委員長、関係本部長・関係
副本部長を委員として構成

o 重大な労働災害及び電気工作物の保安に係る重大事故、
不適切事象（他社情報を含む）の要因分析及び再発防止
策の情報共有、水平展開などを実施し、重要事項につい
ては経営会議に報告

ｏ 下部組織として「設備保安部会」及び「安全推進部会」を
設置

保安推進委員会

ｏ 安全懇談会、安全パトロール等で委
託・請負会社との意見交換、情報伝達、
コミュニケーションを図っている。

o 委託・請負会社と、定期的に安全懇談会や安全パトロー
ル等を実施

安全懇談会、安全
パトロール等

ｏ 安全研修は安全管理能力の維持・向
上、部門独自の研修は技術力向上、
知見・ノウハウの継承等を目的に実施

o 研修計画に基づき、管理職・一般職安全研修、法令に基
づく研修を行うとともに、各部門独自の研修を実施

安全教育

ｏ 総括安全衛生管理者、安全管理者、
衛生管理者等各種法定管理者につ
いても選任

o 安全衛生関係法令に基づき、中央、支社所管エリア、各
職場に安全衛生委員会を設置し、安全衛生諸活動を推進

安全衛生委員会

ｏ 毎年、全社、支社所管ｴﾘｱ、各事業
所で方針及び実施計画を策定。それ
に基づき諸施策を実施し、実績把握、
分析・評価を次年度計画へ展開

o 「安全と健康は全てに優先する」との基本的考えを明記全社安全衛生管理
方針及び安全衛生
管理実施計画

ｏ 夏季・冬季安全推進期間、重大災害
発生時等において、適宜社達を制定

o 「安全と健康は全てに優先する」との基本的考えなどを社
長メッセージとして表明（平成24年度は２回実施）

安全推進期間等に
おける社達

ｏ 「九州電力グループ行動憲章」は、社
長以下経営トップが参画する経営会
議にて審議し制定

o ｢社会安全確保のための設備対策や技術改善はもとより
公衆安全や作業従事者の安全確保を最優先するという
「安全文化」を醸成する」旨を明記

九州電力グループ
行動憲章

補足説明取り組み内容項 目

組織体制

情報伝達及び
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

教育・訓練等

基本方針等

経営トップの
コミットメント

安全文化醸成
の基本要素
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・ 従業員の災害防止、健康の保持・増進、
快適な職場環境の形成促進を目的に、安
全衛生法第19条に基づき設置

中央安全衛生委員会
（委員長：安全推進担当部長）

職場安全衛生委員会
（各事業所）

構成：会社側＋労組側＋産業医

経営会議 人材活性化本部長
報告

報告

報告・答申改善指示

改善指示

支社所管エリア安全衛生委員会
（各支社）

支社長
報告・答申

事業所長

報告・答申

重大な不適切
事象を報告

(参考)保安推進委員会と安全衛生委員会

・ 設備保安及び労働安全の確保について、部門横断的に推進

安全推進部会(※2)設備保安部会(※1)

【保安推進委員会】 【安全衛生委員会】

【評価する組織】各業務・設備主管部門【保安活動を実施する組織】

発

電

本

部

技

術

本

部

情
報
通
信
本
部

お
客
さ
ま
本
部

業

務

本

部

電
力
輸
送
本
部

人
材
活
性
化
本
部

経
営
管
理
本
部

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

委
員
会

提言

報告 保 安 推 進 委 員 会

(※１)設備保安部会：保安規程に基づく設備保安に関する事項を審議

(※２)安全推進部会：労働安全衛生法等に基づく安全推進に関する事項を審議
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（１） 原子力規制委員会における新安全基準骨子案の概要

新安全基準骨子案は、①新安全基準［設計基準］、及び②新安全基準［シビアアクシデント

（ＳＡ）］に分けて公表。

① 設計基準 ： ３７項目

・ 旧原子力安全委員会が定めた安全設計審査指針の要求事項を強化するとともに、

新たな要求事項（内部溢水の考慮など）を追加

② ＳＡ基準 ： ２６項目

・ 安全設計審査指針の設計想定を超えるシビアアクシデントに対し、炉心損傷防止

及び格納容器損傷防止等の安全確保について、新たな要求事項をまとめ規制

津波等の自然現象に加え、意図的な航空機衝突等まで拡大したシビアアクシデント対策

を包括。

これまで取り組んできた「緊急安全対策」、「更なる安全性向上対策」に係わる要求事項

についても、この新安全基準骨子案に取り込み実施。

（参考資料） 原子力発電所を巡る規制の動向
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（２） 福島第一事故対策と新安全基準のイメージ（１／２）

１．福島第一事故の進展と対策
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① 深層防護【複数（多層）の対策（防護策）を用意し、

かつ、当該の層だけで目的を達成】の考え方の徹底

② 安全確保の基礎となる信頼性の強化

（火災防護対策強化、内部溢水対策導入など）

③ 自然現象（地震、津波）等による共通原因故障に

係る想定とその防護策の大幅引き上げ

（２） 福島第一事故対策と新安全基準のイメージ（２／２）

２．新安全基準策定の基本方針 ３．新安全基準のイメージ
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（３） 新安全基準で求められる主な対策（イメージ）
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（４） 新安全基準骨子案の主な要求内容


